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１（５）地震動・津波等の事前予測・即時予測 

 

     「地震動・津波等の事前予測・即時予測」計画推進部会長  香川敬生 

                          （鳥取大学大学院工学研究科） 

                           副部会長 太田雄策 

                          （東北大学大学院理学研究科） 

 

１．はじめに 

地震，火山噴火に伴う地震動，津波，地すべり，山体崩壊，火山灰や溶岩の噴出などの

災害誘因を，その発生前に高精度に評価しておくことは，これらの災害対策に資するため

に重要である。また，各種観測データの利用法や解析手法を開発，高度化し，地震・火山

噴火発生直後に高精度かつ即時的に災害誘因の規模を予測して情報伝達することは，災害

および２次災害の軽減にきわめて有効である。そのため本テーマでは，本計画で得られる

地震発生や火山噴火の理解や構造モデルなど最新の研究成果を利用して，地震動・津波等

の事前予測・即時予測を通じた災害軽減に資する研究を行った。同時に，事前予測・即時

予測結果を効果的に社会に還元するため，防災工学や社会科学との連携，および防災に関

する現業での活用を指向して研究を進めた。 

 

２．５年間（平成 26−30 年度）の成果 

（1）５年間の成果概要 

事前評価については地震動および地震時地すべりに，即時評価については地震，津波，

地殻変動，火山灰拡散と，地震，火山噴火に伴う多岐にわたる災害誘因を対象とした研究

を実施した。その結果，何れの項目についても災害軽減のための現業と密接に連携し，ま

た現業の支援に貢献する成果を得ることができたと考える。以下，大学が実施した研究の

５年間の成果のうち，代表的なものをまとめる。 

 

（2）地震動事前評価手法の高度化 

2011年東北地方太平洋沖地震における周波数別地震波生成の空間的な棲み分けをはじめ，

国内外で発生した被害地震の震源インバージョン解析を広帯域で精力的に実施し，既往ス

ケーリング則との整合性を通じて強震動予測の高度化を進めた。（京都大学防災研究所［課

題番号：1903］） 

京都盆地および関東平野中川低地において強震観測を維持管理し，堆積盆地構造の地震

応答の実測と地盤構造モデルの改良を継続的に行い，特に大阪堆積盆地，京都盆地，奈良

盆地を対象として３次元速度構造モデルを高度化した。構築したモデルを用いて 2018年大

阪府北部の地震（震源モデルは上記［課題番号： 1903］による）をシミュレーションした

結果（図１），直達波および明瞭な後続波の多くの相（多重反射，盆地端部・基盤の段差構

造で発生する表面波）を良好に再現することができた。（京都大学防災研究所［課題番号：

1911］）。 

関東平野での３次元地震動伝播シミュレーションから，長周期地震動の生成にPL波が強

く関与していることが示された。PL 波は，Rayleigh 波と同様に震源の深さに敏感である
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ため，P波直後に観測される PL波の震幅から後続の長周期地震動 (Rayleigh波)を予測する，

長周期地震動の即時予測の可能性が示唆された。さらに，地震動予測の広帯域化，高解像

度化の到達点として，観測データとの同化に基づく長周期地震動シミュレーションを試み，

現時点で地震波伝播速度の８倍の速さでの予測が可能となっている（図２）。このことによ

り，データ同化による長周期地震動の即時予測の可能性をも示すことができた。（東京大学

地震研究所［課題番号：1516］） 

 

（3）地すべり事前評価手法の高度化 

今期５ヶ年期間中に発生した地震時地すべりと過去の地すべりの調査によって，地震時

に発生する地すべりの地質・地形的特徴が明らかになった（図３）。具体的には，火山地域

では軽石自体あるいは軽石直下の火山灰土がすべり面となるケースが多く，非火山地域で

は重力斜面変形あるいは過去の地すべりに関連している。これらより，火山地域・非火山

地域ともに，ハザードマップ作製方法の大枠を構築することができた。また，様々なタイ

プの地すべりにおいて地震動，微動，間隙水圧等の観測を行い，地形や地すべりブロック

の形状，地すべり土塊の厚さや地下水位に起因する斜面の揺れ方を明らかにし，強震時の

過剰間隙水圧の生成や斜面の変形に関するデータを収集することに成功した（京都大学防

災研究所［課題番号：1912］）。 

 

（4）地震動即時評価手法の高度化 

緊急地震速報を高度化，高精度化するためには，観測点の密度を高くすることが解決方

法のひとつである。そこで，現状で最も高密度に配置されている自治体震度計のうち鳥取

県の震度観測ネットワークを対象に１秒パケットで最大加速度およびその時点の震度情報

を配信できるようにシステム更新をおこない，そのデータにPLUM法を適用し，準リアルタ

イムに県内震度分布の推移を表示するシステムを作成した。さらに，震度の距離減衰の考

慮，予測する１kmメッシュ点の全てを２次震源とする波動伝播の導入，Ｐ波振幅より震度

を予測する手法の追加，により迅速かつ精度の高い準リアルタイム震度分布の予測を可能

とした（図4）。（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］）  

 

（5）津波即時評価手法の高度化 

リアルタイム浸水予測手法(NearTIF)の高度化を実施し，W-phaseインバージョンに加え

てGNSSデータを利用したRAPIDや津波波形データを利用したtFISHデータから得られる津波

波源モデルに対する有効性を示した。新たに，震源直上の海底圧力波形を用いたデータ同

化手法を開発し，30km間隔で観測が実施された場合，地震の情報が無くても，データ同化

により数分で津波波動場を予測できることを示した。この手法と上記NearTIFを組み合わせ

て2011年東北地方太平洋沖地震津波に適応し，10分以内に高精度な浸水予測までを可能と

する手法開発に成功した。さらに，複雑な津波数値計算などを実施することなく，S-Netの

観測圧力波形 (500秒以内 )の処理のみで津波波源域 (隆起域 )とそれを発生させた地震の規

模を推定する手法を開発し，1952年および1968年十勝沖地震の津波に適応し有効性を確認

した（図5）。なお，ケーブル式津波観測網が無い地域を対象に，W-phaseインバージョン結

果に深さ依存の剛性率を加えることで適切な断層モデルを推定する手法を開発し，1992年
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ニカラグア津波地震を含む全ての地震の津波波高及び津波浸水域を高精度で予測可能であ

ることを示した。（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

（6）地殻変動即時評価手法の高度化 

地震規模を即時的に推定するための技術開発として，GNSS 搬送波位相データから断層す

べりを直接推定する手法を用いた地震時すべり推定の高度化を行い，2016年熊本地震  や

2011年東北沖地震の最大余震である茨城沖地震等で実用性を示した。また，リアルタイム

に推定される断層すべりの不確実性を定量評価するための手法開発を行い，一枚矩形断層

におけるMCMCを用いたアルゴリズムの開発を行った。これは改良を加えた形で2019年2月段

階で国土地理院に技術移転され，今後の活用が期待される。また，リアルタイム用途を念

頭に同手法のすべり分布への拡張を行ない（図６），国土地理院と共同で開発しているリア

ルタイム地殻変動監視システム(REGARD)の高度化に貢献した。さらに，REGARD 等の結果を

津波浸水推定に活用するための技術開発を進め，内閣府の総合防災情報システムの機能の1

つに実装された。（東北大学［課題番号：1209］） 

 

（7）火山灰拡散即時予測手法の高度化 

XバンドMPレーダーによって，霧島新燃岳，桜島，口永良部島，諏訪之瀬島の噴火に伴う

噴煙の高度等の外形情報，噴煙柱形成，移流・拡散過程を把握することができた。特に，

冠雲によって噴煙が目視できない時でも，レーダーにより噴煙を可視化でき，気象条件に

関わわずその有効性が示された（図７）。桜島の噴火については，観測された反射強度の空

間分布と地上降灰量を対比し，反射強度と火山灰量の間の経験式を構築した。ライダー観

測により，噴火発生時に加え静穏時でも微小な火山灰粒子を含む白煙が放出されているこ

とを確認し，偏光解消度により粒子の形状が推測可能であることを示した。さらに，火山

噴火の噴煙により，GNSSによる搬送位相遅延量とSNRに顕著な変化があることが桜島，阿蘇

山の噴火で確認され，衛星−受信機を結ぶ異常伝搬経路の交線から噴煙高度を推定すること

ができた。降下火山灰シミュレーションによって得られる予測量が観測データと良好に対

応することを示し，噴火に伴う地震動振幅と地盤変動の線形結合から火山灰放出率と噴煙

高度を決定し，それを入力条件とする火山灰拡散予測シミュレーションを実装した。（京都

大学防災研究所［課題番号：1913］） 

 

３．平成 30 年度の成果概要 

（1）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．地震動の事前評価 

○震源モデルの高度化 

2016 年 10 月 21 日に発生した鳥取県中部の地震(MJMA 6.6)について，いくつかの観測点

では２つの波群が確認されているため，経験的グリーン関数法により２つの SMGA からな

る強震動震源モデルを推定した。２つ目の SMGA2 の破壊開始点は SMGA1 の破壊開始点より

北北西に 7.5km，また傾斜方向には５km 浅い位置で，4.4 秒後に破壊したと推定された。

SMGA1 および２の設定位置に近い余震記録を経験的グリーン関数として波形フィッティン

グを行った結果，SMGA1のサイズは 6×6km2， SMGA2のサイズは 4.8×4.8km2と求められ，
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破壊はどちらも深い方から浅い方へ進展した。応力降下量は両 SMGA とも約７MPa と同様の

地殻内地震のそれに比してやや小さい値に求まっている。波形インバージョン結果による

すべり分布と比較すると，SMGA1 はすべりの大きい領域に対応する一方，SMGA2 の位置は

波形インバージョンによるすべりの大きい位置とはやや異なる位置に求まっていることが

わかった。  

2018 年６月 18 日に大阪府北部で発生した地震(MJMA6.1)の震源過程を強震記録の波形イ

ンバージョン解析(対象周波数帯域 0.1〜2Hz)により推定した（図８）。ほぼ南北走向の逆

断層(断層１)と北東-南西走向の右横ずれ断層(断層２)の２つの震源断層が関わっている

ことが明らかとなった。なお，余震のメカニズム解析から推定した応力場は σ 2 と σ 3 が

ほぼ等しいことが分かっており，この地域では逆断層型，右横ずれ型の両方の地震が起こ

りえる環境にあり，本震の破壊過程とも矛盾しない。この地震の破壊は，最初に断層１で

始まり，約 0.3 秒後に断層２の破壊が始まり，その破壊は南西の浅い側に向かって進展

した。断層１および２はいずれも４〜５ km 四方の震源断層であり，主たるすべりは深さ

10〜13km の範囲に集中し，震源断層の破壊は地表には到達していない。断層２は有馬-高

槻構造線断層帯の２〜３km 南に位置する伏在断層の一部(伊丹断層の東部延長)と考えら

れ，今回の地震の破壊域の西端は 1987 年８月 21 日の右横ずれ型の地震(MJMA4.2)の余震域

の東端に対応しており，一連の地震活動と考えられる。（京都大学防災研究所［課題番号：

1903］，浅野・他, 2018, Asano et al., 2018，岩田・浅野, 2018，岩田・他, 2018(1); 永

井・他, 2018(1, 2, 3)）  

 

○地下構造モデルの高度化 

大阪平野とその周辺の速度構造モデルを検証するため，2018 年６月大阪府北部の地震

を対象に地震動シミュレーションを行った。用いた３次元速度構造モデルは大阪盆地モデ

ルと奈良盆地モデル(関口・他，2019)であり，後者は平成 29 年度の本研究で作成したも

のである。震源モデルには，前述の研究によるもの(Asano et al., 2018)を用いた。地震

動シミュレーションは，震源モデルと大阪堆積盆地の 3 次元速度構造モデルを与えて３次

元差分法により周波数２Hz までの計算を行い，さらに沖積層等からなる浅部の地震動応

答を浅層地盤構造モデルを用いて等価線形化法により計算した（図１）。計算された地震

動最大速度分布では，震央からみて南西〜西方向に相対的に大きい値が広がった。これは

北東南西走向の横ずれ断層のメカニズムに対応する S 波のラディエーションパターンと

破壊伝播の影響がに大阪堆積盆地による地震動の増幅効果が加わって形成されたと解釈で

きる。また，大阪盆地北縁部や上町断層帯北部の佛念寺山断層の西側に沿って帯状に最大

速度が大きい地域が見られた。これは，基盤深さの急変により地震波の波面が大きく曲げ

られ，波のエネルギーに集中が起きたことによると考えられる。このような分布形状は大

局的には観測値の分布と整合している。計算波動場には，直達波の後に堆積盆地基盤面と

地表との間の多重反射波(例えば，岩田・他，2018)や盆地端部および平野下に伏在する活

断層による基盤の段差構造から発生した表面波など後続波の発生が見られ，場所によって

は直達 S 波より大きな振幅を生じている。大阪平野内の地震観測点の観測波形と後続波の

到来はよく対応しており，速度構造モデルは表面波の形成・伝播などの盆地の応答はおよ

そ再現できていると考えられる。一方，計算地震動の振幅は観測に比べ全体的に小さく，
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また盆地端部近くの観測点には波形の再現がよくない点があり，構造急変地域でのモデル

更新が課題としてあげられる。（京都大学防災研究所［課題番号： 1911］，岩田・他 , 

2018(2)；関口・他, 2018；関口・他, 2019(1, 2)） 

秋田県横手盆地において常時微動単点およびアレイ観測を実施し，地盤構造モデルを

作成した。それを用いて，横手盆地東縁断層北部が活動したとし 1896 年陸羽地震の強震

動シミュレーションを実施し，J-SHIS モデルとの比較をおこなった（図９）。その結果，

同地域で基盤が深くなっていることが陸羽地震の被害域が南に延びた主要因であることが

分かった。（拠点間連携研究［課題番号：2953］，佐藤・他, 2018；佐藤・他, 2019） 

2011 年東北地方太平洋沖地震の際に周期１-３秒の大きな地震動が観測された東京湾西

岸部と小田原地域を対象に，J-SHIS モデル，微動探査結果などを対象に浅部深部統合初

期モデルを作成し，１次元重複反射を仮定したハイブリッドヒューリステック法による地

盤増幅特性の逆解析によって，Ｓ波速度およびＱ値を同定した（図 10）。2018 年北海道胆

振東部地震の被災域への適用のため，微動探査を実施している。（拠点間連携研究［課題

番号：2955］，津野・他, 2019） 

同じ土質試験結果を対象としても，解析パラメータ設定のばらつきにより，技術者毎

に解析結果に大きな違いが生じる場合があることを確認した。また，２次元有効応力解析

FLIP を用いて，強震動下の液状化地盤応答を検討した。地盤増幅率と周期比（地盤と入力

地震動）の関係では，入力波が増加すると地盤増幅率の変動幅が小さくなる傾向を示した。

なお，一般的な液状化指数(PL)では明瞭な傾向が見えなかったが，有効応力減少比を用い

て過剰間隙水圧を直接考慮できる液状化危険度指数 (LRI)が大きくなるとき，地盤増幅率

の変動幅が有意に小さくなることが分かった（図 11）。（拠点間連携研究［課題番号：2990］，

地元・他, 2019；一井・他, 2019；田中・他, 2019） 

 

○強震動評価の高度化 

2019 年１月３日に発生した熊本県熊本地方の地震(M5.1)は，震源が浅い(気象庁暫定値 

10 km) 横ずれ型のメカニズムを持つものであった。この地震により熊本県和水町で震度

６弱，熊本市北区と熊本県玉東町で震度５弱を観測し，住宅の瓦のずれやガラスの破損，

神社の石灯籠などに被害が出た。和水町の震度計の波形記録を調べると，S 波に後続して

表面波とみられる周期 0.5 秒程度の長い波群が確認された。速度応答スペクトルを求める

と，周期 0.5 秒の狭い周期帯に 110 cm/s の強い速度応答が確認された(図 12)。この周期

帯は計測震度を大きくするが，木造家屋の倒壊を起こす周期帯(１-２ 秒)より短いことか

ら，被害が限定的であった可能性がある。和水町では，2016 年４月 14 日の熊本地震前震

(M6.5)と 4月 16日の本震(M7.3)でも震度６弱と５弱が観測されている。いずれの地震波形

も同様の周期特性を示しており，地盤の影響が考えられる。なお，熊本地震本震では，周

期 0.5秒の強い応答に加え周期１-２秒にもやや大きい(>40 cm/s)応答が見られた。これに

対して，2019 年１月の地震は Mが小さく，震源スペクトルが長周期帯で弱かったものと考

えられる。（東京大学地震研究所［課題番号：1516］,古村, 2018；Furumura and Kennett, 

2018；向井・他, 2019） 

2011 年 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に つ い て ， Kurahashi and Irikura(2013) に よ る

SMGA1(M7.55)からの地震動を，前弧および背弧側に分けて距離減衰式と比較し，PGA，PGV
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とも過小評価となることを示した（図 13）。2003 年十勝沖地震についても同様であった。

2011 年東北地方太平洋沖地震によって各地で誘発された地震活動変化について既往研究

を交えながら概観し，それらの地震活動変化を引き起こした要因について整理した。（拠点

間連携研究［課題番号：2991］，Ishibe at al., 2018；木内・他, 2019） 

災害リスク評価のばらつきを理解するため，震源モデル(６通り)，強震動予測モデル(５

通り)，表層地盤増幅率(３通り)，これらに倒壊率を組み合わせて，評価結果のばらつきを

容易に理解することが可能な表示システムの構築を行った。また，ばらつきのある災害リ

スク評価結果を防災計画の策定に活用するという観点から，命を守る，財産を守る，業務・

生活・地域を守る，という３つのレベルの達成目標に応じたハザードシナリオ選択の考え

方についての整理を行った。（拠点間連携研究［課題番号：2951］） 

 

イ．地震動による構造物被害の事前評価 

将来時点の予測をおこなうことを前提に，木造戸建住宅の棟数および築年数分布の将来

予測方法を検討した。高知県南国市を対象に，固定資産課税台帳から抽出されたデータを

用いて，築年数ごとの建物残存率を疑似的に推定した。これに加え，住民基本台帳から抽

出されたデータを用いて，建物用途種別，居住率，１棟あたりの平均居住世帯数の時系列

変化を分析した。これらに基づき，固定資産課税台帳から抽出されたデータを用いて将来

予測を行った（図 14）。（拠点間連携研究［課題番号：2952］，河野・西嶋, 2018） 

 

ウ．地震による地すべりの事前評価 

2008 年中国ブン川地震，2015 年ネパールゴルカ地震による斜面崩壊の分析を進めた結

果，谷の侵食加速による谷中谷に数多くの崩壊が集中していることが明らかになった。我

が国でも特に西南日本外帯には谷中谷が広く分布していることが判明しつつあり，特に南

海トラフ地震時に要注意であることが明らかとなった。2018年北海道胆振東部地震によっ

て発生した壊滅的な地すべりでは，強風化軽石およびその直下の火山灰土にすべり面が生

じた(図15)。その他の過去の事例も踏まえると，降下火砕物斜面の地震時地すべりのすべ

り面形成層準として，風化した軽石とその近傍の地層が地震時地すべりに対して最も危険

であることがわかった。これらの分布は，火山灰層序学的に調べることが可能である。 

谷埋め盛土において，事例収集できた PGAが 200 galまでのイベントでは， PGA， PGV，

AI(Arias Intensity)と間隙水圧の上昇量は高い正の相関を示すとともに，震動の周波数特

性が異なり，長周期 (＞１秒)成分を多く含んだイベントはPGVの大きさに比して間隙水圧

の上昇量は小さかった(図16)。 

四国の大規模地すべり斜面における稠密な常時微動観測から，H/V スペクトルのピーク

周波数が空間的に連続性を持つことがわかり，その連続性が地表変位によって判別した地

すべりブロック分割とは異なることが明らかになった。平成30年大阪府北部の地震におい

て，谷埋め盛土における擁壁の変形メカニズムを明らかにするとともに，高い地下水位を

持つ公園での地すべり現象を調べた。また，平成30年北海道胆振東部地震において，札幌

市および厚真町の谷埋め盛土にて調査をおこない，旧谷筋周辺を２-３ｍ程度埋めた盛土が

地すべり状の変状を呈したことを明らかにした。厚真町の大規模岩盤地すべりにおいては

余震観測をおこない，特有の周波数(２Hz)で長く震動することが分かった。（京都大学防災
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研究所［課題番号：1912］，Chigira et al., 2018; 土井・他，2018；Doi et al., 2019; Ma 

et al.，2019 ; Tsou et al., 2018; Zhao et al., 2018） 

斜面崩壊に伴う地震動の特徴を検討した（表１）。高周波卓越周波数はおおむね１-10Hz

程度で崩壊タイプに大きく依存しない。継続時間は概ね 30〜200秒程度で，イベントの長さ

を反映していると考えられる。周期 10秒以上の長周期信号は，崩壊域が数百ｍ四方にわた

り厚さ20ｍを超える大規模な地すべり性崩壊で確認されることが推察される。あわせて地

形がシミュレーションに及ぼす影響も評価している。（拠点間連携研究［課題番号：2994］，

土井・他，2018；Doi, 2018） 

 

エ．火山灰や溶岩噴出の事前評価 

大規模噴火を想定した JMA-RATM による降灰シミュレーションから降灰確率を求めた結

果，富士山で宝永規模の噴火が起きた場合に，都心で10cm以上の降灰になる確率は3.3％，

桜島で大正規模の噴火が起きた場合に鹿児島市街で１ cm以上の降灰になる確率は 7.8％と

試算された。（気象庁気象研究所［課題番号：7010］） 

 

（2）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測 

現在の緊急地震速報で用いられている“震源とマグニチュードの早期決定”という考

え方に加えて“揺れから揺れを予測する”という考え方で研究を進めている。平成 30 年

度は地震波の散乱や減衰構造の精緻化，PLUM 法の高度化，地盤増幅特性の適正化に取り

組んだ。これにより，これまで以上の精度や堅牢性・迅速性が得られ，速度構造，散乱・

減衰構造をとり入れることで，さらに早い段階で精度よく予測できることが分かった。ま

た，強震入力時の海底地震計の挙動とその対策や，地震動の伝播方向をリアルタイムで推

定することの考察を進めた。“揺れから揺れを予測する”という考え方は，長周期地震動

に対しても十分に適用できることが示された。（気象庁気象研究所［課題番号：7008］，

Kodera, 2018；Kodera et al., 2018; Ogiso et al., 2018） 

上記研究のように揺れの実況分布から揺れの伝播を予測するには，観測点密度が重要な

ため，気象庁観測点よりも高密度で配置されている自治体震度計の利活用を目指した検討

を行っている。鳥取県管理の計測震度計 34点からの１秒パケットのリアルタイム震度と最

大加速度値を，鳥取県情報ハイウェイを介して継続受信し，気象庁緊急地震速報で導入さ

れるPLUM法を用いたリアルタイム震度の表示システムを昨年度に試作した。今年度は，こ

れにPLUM法では考慮されていない距離減衰を導入し，また１kmメッシュとした予測点全て

を２次震源とする波動伝播を考慮した。さらに，Ｐ波を用いた震度予測の概念の導入も試

みた。これらを2016年10月21日に発生した鳥取県中部の地震のリアルタイム震度を模擬し

たデータに適用したところ，より早く，かつ精度良く震度分布の予測が可能となった（図

４）。 

震度計観測点における震度情報から周辺の非観測点での震度を予測することを想定し，

常時微動を用いた地盤震動特性の稠密把握および地下構造モデルの構築を実施した。今年

度は，既往観測点分布が粗な地域のうち，北栄町，倉吉市関金地区，および智頭町を対象

とし，既往データを補間した卓越周期分布および浅層地下構造モデルを得ることができた。
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2016年10月21に発生した鳥取県中部の地震（ M6.6）の被災域および2000年鳥取県西部地震

の境港市では，常時微動を用いた地盤卓越周期や地下構造モデルでは説明できない強震動

が観測された。これらは非線形地盤応答による卓越周期の長周期化や短周期地震動の減衰

による影響考えられ，これらの観測点における非線形地盤応答の実態について検討をおこ

なった。（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］，香川, 2018(1,2), 2019；香川・野口, 2018；

香川・他(2018)；神定・他, 2018；神定・他, 2019；西村・他(2018)；野口・他，2018(1, 

2, 3),；吉田・他, 2018） 

大地震の際に平野で発生する長周期地震動の即時予測の実現に向けた，高速計算環境

による観測データと高速シミュレーション同化の実現可能性を数値実験により評価した。

データ同化手法は，震度の即時予測(Hoshiba and Aoki, 2015)や津波の即時予測(例えば，

Maeda et al., 2015)で広く活用されている最適内挿法を用いた。2007 年新潟県中越沖地

震 (Mw6.6)の強震観測データ同化と予測では，評価領域を 480km×480km×55km とし，

J-SHIS 地下構造モデルを 0.24km の格子間隔で離散化して３次元差分法計算により長周期

(> 2.7 秒)地震動を計算した。データ同化は，領域内の 482 点の K-NET，KiK-net 強震観測

データを用いて行い，地震発生から 30，50，70，および 90 秒までデータ同化を行った後

に，高速計算により未来(地震発生から 160 秒後)の長周期地震動を予測した。予測精度と

猶予時間にはトレードオフがあるが，データ同化が進むにつれ長周期地震動の振幅と継続

時間が良く予測できることが確認された。データ同化完了後に 100 秒後の波動場の予測に

要 す る 時 間 は ， 東 大 と 筑 波 大 が 共 同 運 用 す る  Oakforest-PACS 計 算 機 の 並 列 計 算

(2048CPU)で 12.4 秒であった。これは長周期地震動の伝播にかかる実時間よりずっと短く，

観測データの取得に合わせて即時予測を繰り返し進め，予測精度を高めることが可能であ

る。 2011 年東北地方太平洋沖地震への適用例を図 2 に示した。近年の海域強震観測網

(DONET， S-NET)の整備により震源域近傍でのデータ同化が可能となり，より猶予時間の

ある即時予測が  可能になると期待できる。（東京大学地震研究所［課題番号： 1516］ , 

Furumura et al., 2019） 

利用者が多い大規模建物や災害拠点となる施設を対象として，固有周期や立地条件が異

なる個別の建物の，建物入力地震動のリアルタイム分類，揺れ継続時間の予測，に取り組

んだ。地震の位置・規模・メカニスズムの即時決定システム(GRiD MT)を利用し，地震発生

直後に災害拠点などで震源情報を有効利用する方法について議論した。これらを直接建物

の被害把握などに用いることはできないが，災害拠点となる建物においては，中長期的に

避難準備や避難継続の判断，あるいは地域レべルでの復興支援体制の構築を考える上で，

震源に関する情報を随時提供することは有意義と考えられる。建物利用者の心理的不安軽

減を図るおよび地震収束後の復旧・退避行動の 迅速化には，揺れの大小のみならず，揺れ

継続時間の情報が必要である。震源特性・震源距離・地盤特性をパラメータとした，敷地

地盤の影響等を含む建物振動特性を考慮した揺れ継続時間を分析した。図17は398地震の観

測記録に対して，建物の基礎および上部階で得られた揺れ継続時間を示している。 マグニ

チュードが大きくなるにつれて揺れ継続時間の中央値は大きくなる。 また，建物の上部階

の方が，基礎よりも継続時間が長くなる傾向が見られる。 

（拠点間連携研究［課題番号：2958］） 
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イ．津波の即時予測 

日本海溝・千島海溝に沿って150の津波計(圧力計)と地震計がケーブル式ネットワークシ

ステム(S-Net)として設置された。昨年度は，地震発生後500秒の圧力観測波形の形状のみ

を利用して海溝型巨大地震による津波発生域(隆起域)を推定する手法を開発した。今年度

は，推定された津波発生域の大きさから巨大地震の規模を推定する手法を開発した。まず

過去に提案された４つのスケーリング則(宇津・関 (1955), Wells and Coppersmith(1994)，

Somerville et al.(1999)，Blaser et al.(2010))に従って，Mw8.0，8.2，8.4，8.6，8.8

のそれぞれに対する断層モデルを千島海溝沿いにまんべんなく配置し，S-Net観測点で観測

圧力波形を数値計算により作成した (図５)。それらの想定観測波形から，昨年度開発した

手法により津波発生域を推定した (図５)。その津波発生域の面積を計算し，それらの対数

をMwに対してプロットする(図18)。津波発生域の面積の対数とMwの関係を線形で近似する

とともに，その誤差(標準偏差 Mw0.08)を推定した。この結果を用いれば津波を発生させた

地震の規模を推定することができる。今回開発された手法を1952年十勝沖地震と1968年十

勝沖地震の津波に適用し，その有効性を確かめた。1952 年十勝沖地震についてはHirata et 

al.(2003)，1968年十勝沖地震についてはSatake (1989)のすべり量分布からS-Net観測点で

の海底圧力波形を計算した。それらの観測波形から津波発生域を本研究で開発された手法

を用いて推定し，地震の規模を推定した。その結果，図18に示すように津波発生域は高精

度で推定され，1952年十勝沖地震の規模は Mw8.2±0.08，1968年十勝沖地震の規模はMw7.9

±0.08と精度良く推定された。 

なお，上記のようなケーブル式津波観測網がない地域では，地震波形解析により適切な

断層モデルを推定する手法を開発する必要がある。特に津波地震に対応できる断層モデル

を適切に推定することが重要となる。昨年度は深さに依存する剛性率を仮定することによ

り，津波地震による津波浸水予測にも対応できる手法を開発した。今年度は上記手法をイ

ンドネシアのスマトラ 島沿岸では発生した 2007年 Bengkuru巨大地震 (Mw8.4)と 2010年

Mentawai津波地震(Mw7.8)に適用した(図19)。典型的な巨大地震である Bengkuru地震の津

波も，津波地震であったMentawai地震も，津波を上手く予測できることが分かった。さら

に，1992年ニカラグア地震については，Gusman et al.(2014)の手法(NearTIF)を用いて津

波浸水の即時予測が高精度で可能であることを示した。（北海道大学［課題番号：1005］，

Inoue et al., 2018. Ratnasari et al, 2018(1, 2); Tanioka, 2018; Tanioka and Gusman, 

2018; Tanioka et al., 2018(1-4)） 

沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システムについて，海

底水圧データに記録される津波成分とノイズ成分を波形逆解析において同時推定して分離

できるように改良した。また，予測精度をリアルタイムに評価する指標を検討し，概ね適

切に評価できることを確認した。津波の減衰過程の予測のため，昨年度の南米沖に加え，

ニューギニア島からサモア諸島にかけて発生した地震に伴う遠地津波の減衰過程の特徴に

ついて調査を行い，減衰過程における振幅がマグニチュードと関係していることを明らか

にした。リアルタイム  GNSS 測地データ解析によって推定される震源断層解との統合，波

源の広がりの小さな津波に対応するための段階的処理手法の導入等，手法の改良を行った

ことに加え，波源推定に基づかない予測手法について，データ同化による津波面的把握と

それを用いた津波予測について検討し，マグニチュード８クラスの波源の広がりが大きい
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津波に対しては概ね適切な予測ができることを確認した。遠地津波の継続時間の予測手法

について，沿岸津波観測データの移動自乗平均振幅の成長・減衰過程を数理モデルで表現

し，地震のマグニチュードとの関係を明らかにすることで，継続時間の予測可能性を示し

た。（気象庁気象研究所［課題番号：7011］） 

遠地実体波のスペクトル解析から得たスロー地震タイプの津波地震のスペクトルレベル

をもつ近地の地震波形を理論波形として合成し，それらの津波地震に対する気象庁マグニ

チュード等の値を推定した。その結果，気象庁マグニチュードでは津波地震に対して１以

上の過小評価の可能性があることを明らかにした。解析結果の公表までに時間を要してい

た遠地実体波震源過程解析の迅速化のため，サンプリング間隔・基底関数の数等を最適化

し，比較的短い処理時間で安定して解が得られるよう処理の自動化を図った。（気象庁［課

題番号：7009］，安藤, 2018; Tamaribuchi, 2018; Tamaribuchi et al., 2018; 溜渕, 2017） 

津波生成磁場に関して，Tyler(2005)による２次元線形長波津波モデルによる津波生成磁

場の解析解の改良を試みた。 Tyler(2005) の解は津波ダイナモ効果を引き起こす背景主磁

場をＺ成分のみとして求めたが，本研究では水平成分の効果も考慮した。新しい解は，鉛

直分力が非常に小さくなる磁気赤道付近でも津波生成磁場を検出する可能性を示唆するも

のと考えられる。（気象庁［課題番号：7007］） 

 

ウ．地殻変動のリアルタイムモニタと震源断層の即時推定 

平成28年度，29年度と開発を継続してきた，GNSS搬送波位相データから断層すべりを直

接推定する手法の高度化について，海溝型地震に対して同手法を適用し，その性能評価を

行った。また，平成29年度より開発を開始したリアルタイム GNSSデータによって推定され

る震源断層即時推定における不確定性の定量的評価の高度化については，すべり分布推定

への拡張を行った。GNSS搬送波位相データから断層すべりを直接推定する手法  (Phase To 

Slip，以下 PTS と表記)を用いて，海溝型巨大地震の地震時すべり分布推定を試みた。  

2011年３月11日14時46分に発生した東北地方太平洋沖地震では非常に活発な余震活動が

見られ，本震発生から1時間のあいだにM7級の大きな余震が３つ相次いで発生した。このう

ち，本震から約30分後の15時15分に茨城県沖で発生したMw7.8の地震(以降，茨城沖地震) に

対してPTSを適用した。解析では震央から半径100kmにある40点のGEONET点で記録された搬

送波データを使用した。解析においては， GNSS衛星の軌道暦として International GNSS 

Serviceが提供する精密暦  (最終暦)と，GNSS衛星から直接送信される放送暦の両者を比較

のために用いた。茨城沖地震は，プレート境界で発生した地震であるため，プレート境界

面を仮定し，そこに矩形断層を配置することで断層面とした。具体的にはプレート境界等

深線に沿って，震央を中心に288枚の矩形断層を仮定した。図20にPTSによって推定された

茨城沖地震のすべり分布の結果を示す。地震時すべり量は地震発生時刻の15分前から５分

前の10分間の平均をその値とした。精密暦・放送暦の場合でほぼ同様の結果となった。ま

た，全体的に放送暦の方がわずかに大きいすべりが推定された。両者によるすべり量の差

異は断層面全体の平均で５cmとなった。最大のすべりは震央からおよそ40km海溝軸寄りの

位置で推定され，1.9〜2.0mとなった。平均すべりは0.6〜0.7mで，Mw7.8相当である。すべ

りの方向は大部分の断層面でほぼ純粋な逆断層性を示している。これら得られた結果は， 

例えば強震データから推定されたすべり分布 (Honda et al., 2013)とも概ね調和的であり，
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PTSが海溝型巨大地震に対しても有効であることが明らかになった。また，IGS精密暦と放

送暦の両者がよく一致する結果を示したことは，外部情報に依拠しない地震時すべり分布

推定が可能であることを改めて示唆する結果と考えることができる。一方，PTSで推定され

たすべり時系列は地震に伴うステップ状の断層すべりは明瞭に捉えているものの，それ以

外の時間帯域における安定性は低い.また計算に要する時間もまだ短縮の必要があり，今後

も継続した技術開発が必要と考えられる。 

リアルタイムGNSSデータによって推定される震源断層即時推定における不確定性を定量

的に評価することを目標として，マルコフ連鎖モンテカルロ法(Markov Chain Monte Carlo 

methods: 以下，MCMC)を用いた震源断層推定の不確実性定量評価の高度化を進めた。具体

的には，より複雑な断層破壊を表現するために，プレート境界におけるすべり分布推定誤

差の定量評価を試みた。すべり分布を推定するためにはプレート境界面上を小断層に分割

する必要があるが，多数の小断層上でのすべりをそのままMCMCによって推定しようとする

と，解の収束に膨大な時間を要し，リアルタイム用途には適さないことが明らかになった。

そのため，解析を複数ステージに分割し，ステージが進行するに従ってすべり量が多い領

域のみ徐々に小断層のサイズを小さくすることで，すべり量が少ない部分への計算コスト

を下げる四分木アルゴリズムを開発した。適用事例は2011年東北地方太平洋沖地震であり，

地震後600秒後時点のキネマティック PPP解析の結果をデータとして用いた。ステージは全

部で４つとし，１，２ステージでは断層面は８枚と31枚に設定し，その後のステージ３お

よび４では，直前のステージ2もしくは４で，モーメント解放量が全体の上位80%を占める

小断層のみを細分化した。これによって，MCMCによるすべり量推定を大幅に効率化するこ

とに成功し，観測点267点，サンプル数が3.1×106の場合で900秒程度で計算を終えることが

できるようになった。各ステージ毎の，各小断層毎に得られる事後確率分布(PDF)の中央値

によるすべり分布を図６に示した。ステージが進むに従い，すべり量が細分化されていく

様子が明瞭に分かる。今後は，このように得られた断層すべりの不確実性をどのように活

用していくかの検討が必要である。（東北大学［課題番号1209］，Kawamoto at al., 2018; Musa 

et al., 2018; 大野・太田, 2018; Ohta et al., 2018；Tanaka et al., 2019） 

相対測位による GEONET リアルタイム解析から得られる日本全国のリアルタイム地殻変

動データを用いて地震発生時に矩形断層モデル及びプレート境界面上のすべり分布を即時

推定する技術の開発を行い，電子基準点リアルタイム解析システムに実装した。加えて，

電子基準点リアルタイム解析システムにおいて，相対測位法に加え，固定点が不要なため

震源断層モデルが安定的に推定できると見込まれる精密単独測位法を試験的に導入した。

さらに，観測点周辺の地物からのマルチパス誤差を定量的に評価する手法を開発し，これ

を補正値としてキネマティック  GNSS 解析に用いることで，精度の向上が見込めることを

確認した。(国土地理院［課題番号：6004］，Kawamoto et al., 2018） 

 

エ．火山灰や溶岩噴出の即時予測 

2009年以降，ブルカノ式噴火の発生頻度がきわめて高い桜島を対象に，噴火に伴う噴煙

の早期検知と粒子密度の推定を目的とした地上観測を実施した。地上からのリモートセン

シング観測で用いた手法はGNSS，XバンドMPレーダー，ライダーであり，この順に波長が短

くなる。 2015年後半以降，桜島の噴火活動は低レベルで，2017年および2018年の爆発回数
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は76回及び254回であり，1000回近い爆発が発生した2010年〜2015年の1/5程度である。2017

年10月までは昭和火口において噴火が発生したが，2017年11月以降は南岳のB火口において

噴火が発生し，昭和火口の噴火活動は概ね停止した状態にある。 

XバンドMPレーダーによる噴煙観測を霧島，桜島，薩摩硫黄島，口永良部島，諏訪之瀬島

において継続した。このうち2018年において噴火が発生したのは，霧島新燃岳，桜島，口

永良部島，諏訪之瀬島であり，いずれの火山においてもレーダーにより噴煙を検出できた。

図7に2018年12月18日に口永良部島で発生した噴火のレーダー画像を示した。噴煙に対応す

る強い散乱体が火口上の4500m程度上空まで確認できる。噴火発生時は，口永良部島新岳の

火口上低い高度に雲があり，目視観測では噴煙の最高到達高度は確認できないが，Xバンド

MPレーダーを使用することにより，冠雲時でも噴煙を可視化できることを示すことができ

た。 

火山灰拡散シミュレーションには多くのコードがあるが，大気中浮遊または降下火山灰

を量的に自動的に予測するものは無い。火山灰粒子の移流を決める風の場は，気象庁によ

り予測公開されているが，噴出した火山灰量を即時的に評価するシステムが無いためであ

る。また，噴煙高度についても上述したように常に目視観測が可能な訳ではない。

Iguchi(2016) は火山噴火に伴う地震動の振幅と地盤変動から評価される圧力源の体積変

化量の線形結合から火山灰放出量を評価する手法を開発した。この手法により火山灰放出

率をリアルタイムで評価し，経験的に導出された噴出率と噴煙高度の経験式を用いて即時

的に火山灰の拡散および降下量を予測することが可能となる。京都大学及び 筑波大学のサ

ーバーに火山灰予測を実装した。火山灰拡散予測の結果を図21に示す。火山灰の拡散方向

は概ね一致している。降下火山灰量についても，２kg/m3に達する桜島南西部の降灰量を予

測できた。 （京都大学防災研究所［課題番号：1913］，中道・他, 2018；Tanaka and Iguchi, 

2019） 

気象研究所で開発した気象レーダー観測網を用いた噴煙高度の確率的推定手法を用いて，

霧島山(新燃岳)(2017〜2018年)，草津白根山(本白根山)(2018年)，口永良部島(2019年)の

噴火事例を解析した。航空路火山灰情報(VAA)業務で作成している現業者による火山灰雲の

解析結果を火山灰データ同化システム (プロトタイプ)に取り込めるよう機能を拡張した。

これにより多くの事例で火山灰雲領域の過大予測が抑制され，予測精度が改善された。（気

象庁気象研究所［課題番号：7010］，石井・他, 2018(1, 2); Sato et al, 2018; 佐藤・他, 

2018(1-4); 新堀・他，2018） 

 

４．今後の展望 

５ヶ年の研究計画における最終年として，それぞれの研究課題において既往研究成果

の高度化が進み，また新たな取り組みに関して成果が継続して蓄積されており，地震・火

山噴火の災害誘因の事前評価や即時推定における実務での活用が試みられている。これを

承け，さらなる高度化に向けて継続的な第二次の検討を継続実施する。その際，これら事

前・即時予測に関する情報を効果的に社会に伝達し減災に繋げるため，社会科学と連携し

た検討を引き続きおこない，社会から個人に至る行動を災害の軽減に向けて集約する手法

を模索し続ける。 
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図１. 2018年６月18日大阪府北部の地震（MJMA6.1）による大阪平野-奈良盆地の地震動シミ

ュレーション（京都大学防災研究所［課題番号： 1903, 1911］） 

 

 

図２. 2011年東北地方太平洋沖地震のデータ同化によるシミュレーション 

（東京大学地震研究所［課題番号：1516］） 
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図３. 火山地域(上)および非火山地域(下) の地震時崩壊の分布と種類 

 

 

 

図４. 鳥取県震度ネットワークを用いた2016年鳥取県中部の地震の事後評価：緊急地震速

報第１報が出された時刻における予測震度分布（鳥取大学工学研究科［課題番号： 2001］） 

2016 年熊本地震  

2018 年胆振東部地震  
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図５. S-NET 観測波形から直接波源を推定する手法：数値計算による津波圧力波形を波源

との位置関係で分類し，観測された波形から津波波源を推定（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

図６. 四分木アルゴリズムによるすべり分布推定：断層面が細分化され不確実性をリアル

タイム把握できる可能性がある（東北大学［課題番号：1209］） 
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図７. XバンドMPレーダーにより検知された2018年12月の口永良部島噴火の噴煙 

（京都大学防災研究所［課題番号：1913］） 

 

 

 

図８. 強震記録を用いた2018年６月18日大阪府北部の地震（MJMA6.1）の震源過程の推定 

（京都大学防災研究所［課題番号：1911］） 
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図９. 横手盆地の地下構造モデルと1896年陸羽地震の強震動シミュレーション 

（拠点間連携研究［課題番号：2953］） 

 

 

図10.  東京湾西岸部(UK1222) の１次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較 

（拠点間連携研究［課題番号：2955］） 
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図11. 地盤増幅率（縦軸）と周期比（横軸：Tg(地盤)とTb(入力地震動)の固有周期）の関

係：左は入力加速度で，右は液状化危険度指数 (LRI)で分類（拠点間連携研究［課題番号：

2990］） 

 

 

 

図12. 2019年１月３日熊本地方の地震(N5.1)の強震動（東京大学地震研究所［課題番号：

1516］） 
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図13. 2011年東北地方太平洋沖地震の強震動生成域 (SMGA1)に対する距離減衰 

（拠点間連携研究［課題番号：2991］） 

 

 

 

図14. 将来時点での築年数(横軸)ごとの木造戸建住宅の棟数(縦軸)予測 

（拠点間連携研究［課題番号：2952］） 
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図15.  2018年北海道胆振地震によって発生した地すべりのすべり面の分布：すべり面は，

樽前火山から 9000年前に噴出したTa-d軽石の最下部で強く風化した層に形成された

場合が多かった （京都大学防災研究所［課題番号：1912］） 

 

 

図16. 谷埋め盛り土内における過剰間隙水圧の大きさと  (a)PGA，(b)PGVとの関係 

（京都大学防災研究所［課題番号：1912］） 
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表1. 谷埋め盛り土内における過剰間隙水圧の大きさと  (a)PGA，(b)PGVとの関係 

（拠点間連携研究［課題番号：2994］） 

 

 

 

 

 

図17.  揺れ継続時間とマグニチュードの関係（拠点間連携研究［課題番号：2958］） 
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図18.  図５の手法で推定された津波波源域の面積とマグニチュードの関係 (左)と

1952年および1968年十勝沖地震への適用例(右) （北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

 

図19.  S-NETのような観測点が無い場所の津波地震にも対応できるよう開発した津波即時

予測手法の 2007年 Bengkuru巨大地震 (Mw8.4)と 2010年 Mentawai津波地震(Mw7.8)へ

の適用：黒が調査，赤が計算（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

  



 

- 245 - 

 

 

 

図 20.  PTS で推定されたすべり時系列をもとに描画した茨城沖地震のすべり分布 

 (a) 精密暦，(b) 放送暦を用いた場合（東北大学［課題番号：1209］） 

 

 

 

 

図 21.  桜島南岳において発生した爆発により放出された火山灰の拡散シミュレーショ

ン：(a)地震動と空気振動から算出された噴出率，(b)経験式を用いて噴出率から算

出された噴煙高度，(c)降下火山灰 量(等高線は，単位面積当たりの降灰量 g/m2 の

対数) （京都大学防災研究所［課題番号：1913］） 

 

 

 


